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独立行政法人日本万国博覧会記念機構
ー 歴史的経緯について －
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■日本万国博覧会

• アジアで初めて開催された一般博
• テーマ：「人類の進歩と調和」
• 会 場：330ha
• 会 期：1970年3月15日～9月13日183日間
• 参加国数：77カ国（海外76カ国）
• 参加団体数：海外92／国内32 合計124
• パビリオン数：116館
• 入場者数：64,218,770人
• 収益金：約195億円
• 運営主体：（財）日本万国博覧会協会

◆予算規模：会場建設費＋運営費＋政府・国内外参加者出展費＋関連公共事業費＝8,272億円
◆用地取得区分：国有地33ha（大阪大学）、大阪府保有地85ha、民有地212ha、計３３０ｈａ
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■日本万国博覧会記念協会の設立

日本万国博覧会開催

1969（S44）

1970（S45）

1971（S46）

跡地利用問題懇談会

後処理委員会

跡利用懇談会

S44.７
万博担当大臣の諮問機関

S45.8

大蔵大臣の諮問機関S45.12

【大蔵大臣へ答申】
全域を万博の開催を記念する広い意味での「緑に
包まれた文化公園」とし、統一した計画に基づいて
一括して利用するべきである。

日本万国博覧会記念協会法施行S46.７

認可法人 日本万国博覧会記念協会設立

【目的】
記念協会は、人類の進歩と調和を主題として開催された日本万国博覧会の跡
地を一体として保有し、これを緑に包まれた文化公園として整備し、その適切な
運営を行うとともに、日本万国博覧会記念基金を設けてこれを管理する等の事
業を行い、もって同博覧会の成功を記念することを目的とする。

S46.9

【資本金】土地建物等47,854百万円 （内訳）国25,380百万円／府22,474百万円
【基 金】155億円
【積立金】 40億円
【職員数】約92名 跡地整備及び記録編纂のため

（53％） （47％）
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■（独）日本万国博覧会記念機構の設立

独立行政法人日本万国博覧会記念機構法に基づく

■第2期中期目標

日本万国博覧会の成功を記念し、また、現代の重要課題の一つである環境問題の解決に寄与するため、以下の取組みを行なう。
・公園事業：自立した森の再生等の事業を推進。国民生活の向上に貢献。
・基金事業：公園事業との連携を深め、日本万国博覧会の理念と資産の承継・発展に取組む。
・健全な経営のもと、独立採算を堅持。

■設立

平成１５年10月設立

記念協会の一切の権利義務を継承し設立

〔平成20年３月末現在〕■出資金等

【出資金】 約1,220億円（内訳）国53％／府47％
【基金】 約185億円

期間 平成20年4月1日～平成23年3月31日（3年）
○ 基本方針

○ 業務運営の効率化
・一般管理費（総人件費を除く）を４％以上削減。給与水準適正化等のため、総人件費の削減を引続き実施。

・民間開放業務の拡大、未利用地の有効活用

○ 業務質の向上
・公園事業：利用者ニーズの把握と、これに基づく質の高いサービスの提供。

・基金事業：環境・公園に関する事業へ重点化。公園事業への繰入れの拡大。

○ 業務運営に関する重要事項

・公園内の施設の管理方法、委託契約の内容等について、安全に配慮する観点から必要な見直しを行い、取組状況を公表。
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